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１． 経済成長
ベトナムの国内外で望ましくない変化が投資状
況や企業の活動に悪影響を与えている状況におい
て，ベトナム政府および各業界は，２０１２年度社
会経済発展計画を実現するために，複数の課題を
克服するよう多くの取り組みをしてきた。２０１２
年の最初の数ヶ月には，購買力の低下と在庫の増
加が企業の課題として顕著に現れた。その結
果，２０１２年第一四半期の経済成長率は，前年同
期より低かった。そのような状況を受けて，ベト
ナム政府は，経済の諸問題の解決と市場の支援の
ために，１３／２０１２／NQ-CP号の議決を行なった。
その結果，２０１２年の第二四半期は，経済成長率
が２０１０年の同期と比べれば著しく低く，２０１１年
の同期よりも低いものの，第一四半期よりは改善
されていた。全体的には，２０１２年全体の経済成
長率は低いレベルになった。
２０１２年では，１９９４年との相対価格でみると，
GDPは６３１，８８４billionVNDで前年度より５．０３％
増と達しており，その内訳は，農林漁業が９７，３２１
billion VNDで２．７２％増，GDP成長への寄与率
２０１３年におけるベトナム企業の
ビジネス環境と課題
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２０１０～２０１２のGDP成長率（四半期ごとと年次）
出典：ベトナム統計局
図１
２０１３年のベトナム経済を概観すると，「明るい色」と「暗い色」が混ざっており，そのうち，「暗い色」はすべての主要領域におい
て存在する。いくつかポジティブと捉えられている成果には，品質，効率性および持続性の要因が含まれている。２０１３年を迎えるに
当たり，ポジティブな変化があるとの楽観的な予想はある一方，２０１３年は２０１２年より状況が悪化するとする懸念もある。本稿では，
大きく複雑な課題が多くあるなかで，２０１２年の経済状況を概観的に評価し２０１３年にベトナム企業が直面するだろう課題について検
討する。
【研究交流活動報告】
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０．４４％，工 業 建 設 業 は２５５，１６５billion VNDで
４．５２％増，寄与率１．８９％，サービス業は２６１，４８８
billion VNDで６．４２％，寄与率２．７％となってい
る。
２０１２年は，すべての経済部門において前年度
比の成長率が２０１１年より悪化した。サービス業
は，低い低下（６．４２％対６．９９％）で済んでいる
が，農林漁業は２．７２％対４．％で，工業建設業は
４．５２％対５．５３％と低い成長率しか達成していな
い。工業建設業は，GDPの４０％をも構成してお
り，全体の経済成長の「機関車」や「牽引力」と
してみられている。この産業の成長の低迷こそ，
ベトナム経済全体の成長の低迷の主な原因と考え
られた。工業部門においても，加工産業（部品産
業）は部門全体の付加価値の７１％を生んでいる
が，その成長率は部門全体の成長率より低く
（３．５％対５．１８％），多くの課題を抱えている。建
設業も２．０９％の成長率で，同様な状況であった。
マクロ経済が不安定で購買力が低下している背
景には，企業側には商品が売れず，在庫高が上昇
していること，銀行には不良債権が発生している
ことが挙げられる。こうした状況は，マクロ経済
の不安定と経済成長率の低下に起因している。
２０１２年には，およそ５０，０００社が活動を停止か倒
産した。２０１１～２０１２年の２年間では，およそ
１００，０００社が活動を停止か倒産し，ここ２０年間
の倒産企業数の５０％も占めている。
２０１２年の GDP伸び率は５．０３％となったが，
目標（６％―６．５％）より低かった。それだけでは
なく，この１３年間で最も低い率でもあった。こ
の低い伸び率は，２０１１～２０１５年の５カ年計画お
よび２０１１～２０２０年の社会経済発展戦略の実現に
間違いなく影響を及ぼしている。
国内外で望ましくない変化があるなかで，２０１２
年の低い成長率をポジティブに捉える意見もある。
この程度の成長率は，成長モデルの変換，つまり
GDP成長率（１９９８～２０１２）
出典：ベトナム統計局
図２
ベトナムのGDP
表１
２０１１ ２０１２ ２０１２／２０１１（％）
Total 全体 ５８４．４９６ ６１３．８８４ １０５，０３
Agriculture，forestry and fishery sectors
農林漁業部門
９４．６５７ ９７．２３１ １０２，７２
Industry and construction sectors
工業・建設業部門
２４４．１２３ ２５５．１６５ １０４，５２
Service sector サービス業部門 ２４５．７１６ ２６１．４８８ １０６，４２
出典：ベトナム統計局
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効率性と質を重視する方向で経済改革を進めると
いうプロセスの始まりで「沈黙の点」としてみれ
ば，「妥当」なものであった。しかし，２０１２年で
はこのプロセスがまだ準備の段階であり，多くの
視点から議論する余地のある問題であった。ミク
ロ経済の運営では，多くの緊急課題の解決に一時
的な処置をとらざるを得ず，とくに，不良債権と
異常な過剰在庫の問題に対してはそうであった。
ベトナムの経済発展は，長い間，投資資本の量的
な増加に大きく依存してきたが，その投資は単純
な労働と天然資源を利用しようとするものであっ
た。また，企業側の資本も銀行からの借入に大き
く依存してきた。２０１２年で対 GDPの社会投資が
低下したのは，政府が公共投資と銀行の金利を抑
制するための一連の緊縮政策を適用してきた結果
である。しかし，貸出金利が減少されたにもかか
わらず，多くの企業は銀行の貸出を利用できずに
いる。成長モデルと経済改革に明確な方針を導き
出さずにいることは，経済成長の低迷を招く重要
な要因である。
２． インフレーション・コントロール
CPIを１０％以下に抑えることは，２０１２年のミ
クロ経済の運営において最大の重要課題であった。
実際は，２０１２年の月次 CPIは低く抑えられ，年
間の CPIが６．８１％と低い水準になった（２０１１年
は１８．１３％，２０１０年は１１．７５％）。
過去においては，CPIのサイクルはつぎのよう
なものであった。すなわち，年始の２ヶ月と年末
の２ヶ月では高いがその間の月々では低いという
ものである。２０１２年は，最初の２ヶ月には CPI
がわずかな増加をしたが，年の中頃の数ヶ月には
劇的に低下し，年末の数ヶ月には急激に増加した。
２０１２年では，「薬・医療サービス」と「教育」
が最も物価の上昇が高い必需品の品目であった。
２０１１年１２月と比べれば，「薬・医療サービス」
の価格指数は４５．２３％上昇し，そのうち「医療
サービス」だけとれば６３．５８％の上昇であった。
「教育」は１６．９７％上昇し，そのうち「教育サー
ビス」だけとれば１８．９７％の上昇であった。政府
がこれら２つのグループの品目に値上げを実施す
ると決定したのは，長い間にわたりこれらの品目
の物価が低く抑えられてきており，その低い水準
は企業のコストを補いサービスの質を改善するの
に不十分であるという現実に基づいたものであっ
た。これらの２グループの物価調整は，２０１２年８
月に同時に実施されたのが同年９月の CPIの急
上昇につながった。薬の物価の問題を通して，ベ
トナム政府がこの重要な市場をコントロールする
ことができなかったように思われる。医療と教育
は、社会のすべての人々，特に貧困者に影響を及
ぼす領域である。
２０１２年の CPI変動におけるもう１つの特筆す
２０１０～２０１２におけるCPI の推移
出典：ベトナム統計局
図３
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べき点は，「飲食店・食品サービス」であった。
過去においては，このグループの物価指数は最も
高かった。例えば，２０１１年１２月では２０１０年１２
月と比べれば２４．８％上昇し，そのうち「食糧」
が１８．９８％，「食品」が２７．３８％上昇していた。
２０１２年では，「食糧」が５．６６％減少，「食品」が
０．９５％上昇した結果，「飲食店・食品サービス」
グループ全体の物価上昇率はわずか１．０１％で
あった。このわずかな上昇率は，ポジティブな兆
しとしてみることができる。なぜなら，ベトナム
国民の主要な支出は，これらの必需品のためであ
るからである。一方，７０％の国民が農業に頼っ
ているという別の側面からみると，「食糧と食
品」のわずかな物価上昇は，間接的に，農村部の
人口の収入が減少したということを示している。
目標との比較でみれば，CPIを６．８％に抑制で
きたことは，ポジティブな結果といえる。このイ
ンフレーション抑制の功績は，政府支出の抑制強
化，公共投資の縮小，厳格な金融信用政策（１１／
２０１１／NQ-CPと１３／２０１２／NQ-CPの政府決議）な
ど複数の手段が成功に実施された結果の一部であ
る。ところが，この「ポジティブ」な功績には，
購買力の低下，在庫の増加，銀行貸出の減少など
いくつかの懸念がある。このことは，ベトナムが
主導的にインフレを抑制するための強い基盤を構
築することができなかったという意味もある。近
年実施されたインフレ抑制政策は短期的なもので
あり，経済改革や成長モデルの変換，ミクロ経済
の安定化などの基本的な政策は，まだ効果的に実
施されていない。
ここ数年のベトナムの CPIの推移をみると，
２００７年から起きている「高いインフレ率が２年
続いたあと１年は低いインフレ率になる」という
悪循環に巻き込まれうるとエコノミストらの間で
見られている。つまり，２０１３年では，市場の需
要を刺激するために実施される財政金融の緩和政
策を厳しいコントロールをしない限り，高いイン
フレ率が現実になりそうである。
３． 輸出入状況と貿易赤字
３―１ 輸出の概況
伝統的な市場である EU，アメリカ，日本など
で多くの望ましくない変化が起きたにもかかわら
ず，２０１２年の輸出は，１１４６億 USDで前年度比
１８．３％増と，目標より大きく伸びた。しかし，
２０１２年の輸出の伸びは，FDI部門の伸びに大き
く依存した。FDI部門の輸出の伸び率が３１．２％
で輸出全体の６３．０７％を占めている（２０１１年度
は，４３．１３％）のに対して，国内企業部門は
１．３％増で３６．９３％しか占めない（同４３．１３％）。
全体の輸出伸び率１８．３％において，FDI部門の
２００５～２０１２年におけるCPI の「２年高い，１年低い」変動
出典：ベトナム統計局
図４
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寄与率は１７．７％で，国内部門は０．６％しか貢献
しない。
２０１１年と比べれば２０１２年の輸出構造には多く
の特定な変化が見られた。重工業の製品と鉱物の
輸出が５１．７billion USDで４９．９％増加し，全体
の４５．１％（２０１１年度は３５．６％）を構成している。
軽工業の製品と手芸品は，３９billion USDで（２０１１
年と同額）全体の３４．１％（２０１１年では４０．３％）
を構成している。農林業は，１７．７billion USDで
１８％増加し全体の構成率は１５．４％（２０１１年度と
同様）となっている。漁業は，６．２billion USD
で２０１１年ど同額で全体の構成率５．４％（２０１１年
は６．３％）となっている。
輸出の市場でみれば，EUが最も大きな消費市
場でベトナムからの輸出は２０．３billion USDで伸
び率が２２．５％で，全体の輸出への寄与率が
１７．７％となっている。同様に，アメリカは１９．６
billion USD，１５．６％，１７．１％；ASEAN は１７．３
billion USD，２７．３％，１５．１％；日本は，１３．１bil-
lion USD，２１．４％，１１．４％；中 国 は１２．２billion
USD，１０％，１０．７％となっている。
３―２ 輸入の概況
２０１２年の輸入伸び率７．１％は，２００９年を除け
ば，２００２年以降，最も低い伸び率である。国内部
門の輸入は，５４billion USDで６．７％減少してい
るが，FDI部門は，６０．３billion USDで２３．５％増
加している。
２０１２年の輸入の構造は２０１１年と異なる。生産
の機械設備が１０６．５billion USDで全体の構成率
９３．２％（２０１１年は９０．６％），原材料や燃料は
５６．３％（２０１１年は６１．６％），消費財は７．８billion
USDで６．８％（２０１１年は７．６％）となっている。
輸入先でみると，中国は最も大きな取引先で中
国からの輸入額は２８．９billion USD，２０１１年度比
１７．６％増で，全体への構成率は２５．３％となって
いる。同様に，ASEANからは，輸入額２１billion
USD，０．３％増，構成率１８．３％；韓国からは，
１５．６billion USD，１８．４％増，構成率１３．６％；日
本からは，１１．７billion USD，１２．２％増，構成率
１０．２％；EUからは８．８billion USD，１３．３％増，
構成率７．７％；アメリカからは，４．７billion USD，
４．７％増，構成率４．１％となっている。
２０１１～２０１２における輸出（１０億USD，％）
２０１１～２０１２における輸入（１０億USD，％）
表２
表３
Target
２０１１ ２０１２ ２０１２／２０１１
（％）Value（billion USD） Density（％） Value（billion USD） Density（％）
Total 全体 ９６，９０５ １００．００ １１４，６３１ １００．００ １１８．３
Domestic economic sector
国内企業部門
４１，７９１ ４３．１３ ４２，３３３ ３６．９３ １０１．３
FDI sector（including crude oil）
FDI 部門（原油業含む）
５５，１１４ ５６．８７ ７２，２９８ ６３．０７ １３１．２
出典：ベトナム統計局
Target
２０１１ ２０１２ ２０１２／２０１１
（％）Value（US＄ billion） Density（％） Value（US＄ billion） Density（％）
Total 全体 １０６，７５０ １００．００ １１４，３４７ １００．００ １０７．１
Domestic economic sector
国内企業部門
５７，９１３ ５４．３０ ５４，００９ ４７．２４ ９３．３
FDI sector FDI 部門 ４８，８３７ ４５．７０ ６０，３３８ ５２．７６ １２３．５
出典：ベトナム統計局
２０１３年におけるベトナム企業のビジネス環境と課題
65
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
1.19
3.04
5.11 5.48 4.31 5.06
14.2
18.03
12.8 12.4
9.84
－0.25
３―３ 貿易残高の概況
２０１２年は，ベトナムは２４８million USDの貿易
黒字を記録した。これは，２０１２年の第四四半期
において同年の貿易赤字が１billion USDになる
だろうと予測されただけに，「驚くべき」結果で
あった。この結果は，１９９３年以降ベトナムが初
めて深刻な貿易赤字から抜け出したことから，ベ
トナムの２０１２年経済における「明るい部分」と
して受け止めることができよう。しかし，ベトナ
ムの輸出入と貿易赤字を分析してみると，この
「明るい部分」をカバーするほどの「暗い部分」
も存在することが明らかになる。
２０１２年の輸出は，FDI部門で大きく増加して
いるのに対して国内部門ではわずかな増加しか達
成していない（国内の１．３％対 FDIの３１．２％）。
FDI部門での高い伸び率は，電話とその部品，電
子製品，パソコンと周辺部品，紡績製品と履物の
輸出によるものだった。２０１２年は，２０１１年度と
比べれば，電話とその部品の輸出が１２．６billion
USDで９７．７％増加し，電子製品とパソコンは
７．９billion USDで６９．１％増加している。これら
の製品は，低い付加価値と低い外貨収入の単純な
労働を活用するアウトソーシング契約のもとで製
造されたものである。
２０１２年では，国内部門の輸入が２０１１年の
９３．３％しかないのに対して，FDI部門の輸入は
２５．５％増加している。国内部門の輸入の減少は，
企業の事業活動の停滞や減少を反映したものであ
る。反対に，FDI部門の輸入増は，主にアウト
ソーシングによる輸出品の増加にも見られるよう
に，電子部品，パソコンと周辺部品（１３．１billion
USDで２０１１年比では６８．８％増），電話と付属部
品（４．９７billion USDで同８２．９％増）が最も高
い率を占めている。
貿易黒字の構造に対する懸念はある。FDI部門
が１２billion USD近くの黒字を持っているのに対
して国内部門は１１．７billion USDの赤字を抱えて
しまった。別の言い方をすれば，貿易黒字は FDI
部門であった。このことは，国内企業が技術力や
経営力における自分の固有な問題を克服しきれて
おらず，グローバルの生産流通のネットワークに
はまだ完全な参加ができずにいるということを示
している。これは，ベトナムの輸出が長い間天然
資源の開拓と単純な労働に大きく依存してきた実
状を明らかにした。
４． ベトナム企業が直面する未解決の諸問題：
不良債権と過剰在庫
２０１２年は困難と課題が溢れる一年であった。
長期的な成長を妨げる３つの要因である経済制度，
労働力の質とインフラ整備のほかに，２０１２年に
は，不良債権の増加と在庫指数の増加が経済回復
と短期的成長を妨げる２つの要因となった。銀行
は余剰資金がありその資金を企業に貸し出したい
のに，企業側は資金が欲しいが品物が売れないた
２０１０～２０１２における貿易状況
出典：ベトナム統計局
図５
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め過去の借入の返済ができず，銀行の新たな貸出
に手が出せない，という矛盾がある。資本の流れ
と商品の流れは国家の経済システムの循環を作る
ものである。銀行の不良債権と企業の過剰な在庫，
特に不動産の在庫は，経済システムの健全な循環
を妨げる２つの要因と考えられている。
４―１ 銀行の不良債権の概況
２０１１年の後半から信用機関での不良債権が急
増してきた。中央銀行の調査結果によれば，ベト
ナムの貸出の８．８２％（２５０billion USD相当）が
不良債権で，資産で担保された債務が７３％を占
めている。銀行の不良債権の全体像においては，
元金を失っている債務のグループはかなり多いと
考えられる。
不良債権の増加を招いた原因には外部のものと
内在的なものがある。主な内在的な原因は，信用
機関の脆弱な業務運営能力である。ここ数年，信
用機関は企業の活動を維持するために貸出を増加
し貸出の伸び率に圧力を加えた。多くの信用機関
では，高い貸出伸び率を実現したものの，リスク
マネジメント能力と債務監督能力が不十分であっ
た。中央銀行の視察とモニタリング能力も，不十
分であった。貸出活用における違反やリスク，と
くにリスキーな諸分野での貸出の担保限度や過度
な投資に関する違反などを見極めて，防止し，そ
して対処する能力は，低かった。
４―２（企業の）在庫の概況
過去と比べれば，工業製品と不動産の在庫指数
は，高い水準にあがっている。工業製品の在庫高
は，２０１２年３月にピーク（前年同期比では
３４．９％増）を達し，その次の月々は次第に低下
する傾向ではあったが，やはり高い水準のままで
あった。２０１２年１２月１日現在では，製造業と部
品製造業の在庫指数が，２０１１年の同期比で
２０．１％上昇した。在庫指数の高い産業は，次の
ようである。自動車７６．６％増，電気ケーブルと
電気ワイヤー５６．８％増，ビール４４．５％増，タバ
コ４２．２％増，紡績や衣類４１．５％増，肥料と窒素
複合体４０．８％増，セメント３０．６％増，水産加工
品２８．６％増，化粧品・石鹸・清掃薬品２４．７％増
となった。
不動産市場の凍結された状況は，不動産商品の
在庫増を生み出した。２０１２年８月３１日現在の４４
の県および都市での非公式な統計結果によると，
アパート在庫高は１６，４６９戸（うち，ハノイでは
５，１７６戸，ホーチミンでは１０，１０８戸）で，低価格
の住宅は５，１７６戸，住宅建築用土地は１，６２４，８７８
平方メートル，ビジネス用オフィス２５，８７０平方
メートルとなっている。工事が未完成の物件や資
金不足により工事が中止となっている物件を除け
ば，不動産商品の在庫残高は，およそ４０，７５０bil-
lion VNDと予測されている。中央銀行によれ
ば，２０１２年８月３１日現在不動産商品の残高は
２０３，０００billion VNDで，そのうち不良債権が
６．６％を占めている。
企業の在庫が増えていることは，経済の不景気
と消費者の購買力の低下を反映したものである。
産業と企業の関係において，こうした高い在庫指
数は他の商品の在庫指数をも高くし，企業（のビ
ジネス状況）だけではなく，（銀行の）不良債権
の増加，ミクロ経済の不安定，雇用，労働者の収
入などにも悪影響を与えている。
５．２０１２年における政府の企業への困難克服
支援政策
２０１２年１１月８日に，国会は２０１３年度の社会
経済発展計画案を承認した。その計画案では，
「マクロ経済を安定させ，インフレーションをコ
ントロールし，困難を克服し企業の活動を活性化
させる」ことが重要な課題と位置づけられた。経
済的諸目標はつぎのように定められている。
GDP伸び率は５．５％，輸出伸び率は１０％，貿易
赤字は輸出の８％以内，財政支出の超過率は
GDPの４．８％以内に，CPIは８％とされ，GDP
伸び率以外は，２０１２年の実績より低く設定され
ている。
国会の指導のもとで，同年１２月２６～２７日の両
日に，政府は各地方の政権と会議を開き，２０１３
年度の社会経済発展計画と予算案の実施について
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議論した。この会議で，在庫高と不良債権の改善
策を中心に議論した。この会議に先立って，首相
は不動産の在庫が多いハノイとホーチミン市の幹
部らと，これらの都市での不動産市場の課題を解
決するための方策を練りだすよう議論をしてきた。
これらの解決策は，中央政府，地方政権，企業側
と専門家らにより提示されたもので，つぎのよう
にまとめられる。
５―１ 過剰在庫の問題に対する解決策
国内の需要を拡大する：生産と消費を活性化す
るために金融を緩和する。経済の金融バランスを
増加させる。最低賃金を上昇させる。
企業の市場拡大への支援：国内市場と海外市場
を拡大するための諸政策を同時実施する。
企業が商品の値下げと販売促進が可能となるよ
う製造費用の削減支援と好条件の提供を実施：イ
ンフレ率の減少と互換性を持つ貸出金利を下げ，
業績の良い企業に対して負債を免除するか、銀行
の貸出が利用できるよう保証する。農業や農村地
帯向けの貸出限度を拡大し，農民に無担保貸付を
認める。
５―２ 不動産の過剰在庫への対策
住宅購入のための貸出限度を緩和し，金融機関
が住宅開発業者と協力し消費者に対する長期的
ローンの開発を進めるよう促進する。各省庁や都
市の政権は，資金を捻出したうえで住宅を購入し
都市開発用の移住用住宅や福祉住宅や学生寮など
に活用する。
承認された建設プロジェクトを見直して，中止
すべきもの，実施を続けるべきもの，構造的な調
整が必要なものを分類する。計画との互換性が確
保できるようマンションの分割販売を許可し，消
費者の需要と支払い能力に合致できる程度まで販
売価格の値下げを促す。
外国投資の誘致を強化し，事務所やレンタルマ
ンションの需要の創出に取り組む。ベトナムで長
期的ビジネス活動をする外国人に対する住宅政策
を見直す。
不動産市場に対する政府の監督を強化する。住
宅建設開発計画を見直し，地方の条件や社会経済
発展戦略にマッチングするよう取り組む。発表さ
れた住宅建設戦略を有効的に実施し福祉住宅の開
発をスピードアップさせる。
５―３ 不良債権への対策
不良債権を見直し，正確な金額を再評価する。
企業別，金融機関別，担保資産の種類別，不動産
投資による不良債権，公共施設の建設による不良
債権などに再分類する。
金融機関は，積極的に債権を適切に分類する役
割を果たし，リスク対応の準備金を確立し，その
準備金で不良債権の解決に取り組む。準備金がで
きていない金融機関は，自己資本も含め他の資金
源を活用し不良債権を相殺するよう取り組まなけ
ればならない。また，貸出の安全性を確保するよ
う貸出伸び率を抑えてもよい。
金融機関（貸出主）と債務を負っている企業が
至急担保資産を確定し不良債権を相殺するよう求
める。
不良債権の買取・売却協会を設立し，ベトナム
の状況と国際的な事例を参考に，不良債権に対処
するための基本原則となる法的制度を確立し，運
営メカニズムを明確化する。
国家予算を使っての公共建設による債権の見直
しに精力的に取り組む。
以上提示された対策は，現実的でベトナムの現
状に相応しいものと考えられる。つぎの課題は，
これらの対策をどのようにして実施していくかで
ある。この観点から，本稿は，これらの対策の実
施においていくつかのポイントについて考えてみ
たい。
第１に，過剰在庫，とくに不動産の在庫と不良
債権は，密接に関連しあっている。そのため，こ
れらの問題への対策は，同時に実施されるべきで
ある。政府の各機関がすべてのレベルにおいて十
分協力していなければ，有効な問題解決ができず，
しかも問題を悪化さえしてしまう可能性がある。
第２に，緊急な問題や，社会と経済の両面に影
響しうる，適切な対策を実施する。政府が問題解
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決に直接に取り組まなければならない。しかし，
国営企業も含めて企業の所有者の意思決定に影響
するような直接的な行動を避けるべきである。問
題解決のための法的枠組みを導入するとともに，
政府はその実施状況の監視・監督および違反など
への対処を強化する必要がある。
第３に，これらの問題解決のための国家予算の
利用において情報公開性と透明性を確保し不正利
用を避けなければならない。２０，０００～４０，０００bil-
lion VND規模の中央銀行の市場刺激パッケージ
を含む国の予算を活用し，不動産市場の「救済」，
福祉住宅への転用，低所得者向け住宅の開発，低
所得者の住宅ローンや資金の利用などに活用しな
ければならない。
第４に，上記の対策を実施するにともない，財
政金融諸政策が２０１１年や２０１２年よりも緩和され
る方向で実施されることになるが，高いインフレ
率を抑制することが重要である。別の言い方をす
ると，インフレーション・コントロールはマクロ
経済の安定化において常に重要な課題といえよう。
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